































































































































































































































































































































子どもの権利条約については 2002 年 3 月に公布
された「埼玉県子どもの権利委員会条例」に基づ
いて「埼玉県子どもの権利擁護委員会」が設置さ
れ，子どもの権利侵害状況について報告されると
いうシステムを確立していることがある。
　残念ながら平和教育については埼玉県としての
行政的な位置づけがなく，学校や地方教育委員会
まかせとなっていることが全体的な数値の低さに
つながっているのではないかと推測される。
　「国際 10 年」が終わって，世界が平和と非暴
力の文化を推進できたかどうかを評価するにあ
たって，学校教育の場でどのような対応がなされ
ているのかが重要なポイントとなる。残念ながら
日本全体としてはこの「国際 10 年」に対応でき
ずに終わってしまったが，学校現場においてもそ
のことが数字に表れており，今後の課題となるで
あろう。（アンケート集計協力　竹内曜子）
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